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１ 法人の概要 
 
1-1 建学の精神 
本学院は、1954 年（昭和 29 年）に創設者故「水野𨥦𨥦子(としこ)」名誉学院長の献身的

な努力により設立されました。滝子幼児園（現在の滝子幼稚園）を母体として設置された
本学院は、その後、名古屋自由学院幼稚園教員養成所（後の名古屋芸術大学保育専門学校
で 2022 年（令和 4 年）3月 31 日廃止）、名古屋自由学院短期大学（後の名古屋芸術大学
短期大学部で 2008年（平成 20 年）7 月 31 日廃止）、同付属第二幼稚園（現在の名古屋芸
術大学附属クリエ幼稚園）、名古屋芸術大学、同大学院の開設等、飛躍的な発展を遂げて
きました。しかし、保育の現場において保護者のニーズ、保育者に求められる資質・能力
が多様化してきたことに伴い、名古屋芸術大学短期大学部保育科を発展的に改組し、2007
年（平成 19 年）4月に名古屋芸術大学の中に小学校教諭、幼稚園教諭及び保育士養成を目
指した人間発達学部子ども発達学科（現在の教育学部子ども学科）を設置しました。この
ことにより 2008 年（平成 20 年）3 月、名古屋芸術大学短期大学部は 45 年の歴史に幕を
閉じることとなりましたが、同短期大学部の精神は教育学部に引き継がれています。 
本学院は、創設当初から「至誠奉仕」を建学の精神として掲げ、心豊かな人間の育成に

努めてきました。これまでに多くの卒業生が社会の各分野において立派に活躍し、高い評
価を得ております。現在も創設時の精神を引き継ぎ、芸術及び教育・保育の分野において
広く社会に貢献する人材の育成に努めています。 
人間が人間として育つための基本的な条件である自由が、「自由学院」の自由でありま

す。自由でのびやかな環境の中で、一人ひとりの学生が生き生きと学ぶ学院でありたいと
今後の発展を念願しています。 
 
【理 念】 
本学院の建学の精神「至誠奉仕」は、傘下の各学校に受け継がれ、人間性の不断の陶冶と
社会の要請に応えられる豊かな感性と創造力に富んだ人材の育成をもって、学院各校共通
の教育理念としています。 
 
【特 色】 
卒業生が実社会で存分に活躍できるよう、実技・実習を重視し、表現力や創造性の開発に
力点をおいたカリキュラム・指導法が学院各校共通の特色です。 
 
【指導方針】 
教員は、学生との信頼関係を大切にし、学生の主体性・可能性を尊重し、能力・適性等を
総合的に把握し、指導の成果等については、常時点検と評価を実施し、指導法の改善に努
めています。
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1-2 学校法人の沿革（概要）等 
 

年 月 日 概 要 －学校法人・学校・学部・学科・課程等の新増設等－ 

昭和 27年 4 月 1 日 名古屋市昭和区永金町一丁目１番地に「滝子幼児園」を開設 

昭和 28年 3 月 31 日 「滝子幼児園」を「滝子幼稚園」に変更設置認可（収容定員
310 人） 

昭和 28年 4 月 1 日 「滝子幼稚園」開設（収容定員 310 人） 

昭和 29年 11月 22日 
｢学校法人自由学院｣設立認可、理事長「水野𨥦𨥦子

と し こ
」就任 

昭和 32年 5 月 1 日 ｢学校法人自由学院｣の名称を「学校法人名古屋自由学院」に変
更認可 

昭和 33年 4 月 1 日 名古屋市昭和区永金町一丁目 1 番地に「名古屋自由学院幼稚園
教員養成所」開設 

昭和 33年 5 月 31 日 「名古屋自由学院幼稚園教員養成所」は、幼稚園教員を養成す
る機関として文部大臣の指定を受ける 

昭和 34年 2 月 4 日 「名古屋自由学院幼稚園教員養成所」は、保母を養成する施設
として厚生大臣の指定を受ける 

昭和 38年 4 月 1 日 愛知県西春日井郡師勝町熊之庄に「名古屋自由学院短期大学」
を開設（入学定員〈保育科 50 人〉） 

昭和 41年 4 月 1 日 名古屋自由学院短期大学「文科」開設 
（入学定員 100 人〈国文専攻 50 人・英文専攻 50人〉） 

昭和 42年 4 月 1 日 名古屋自由学院短期大学「音楽科」開設（入学定員 50 人） 

昭和 43年 4 月 1 日 愛知県西春日井郡師勝町熊之庄に「名古屋自由学院短期大学付
属第二幼稚園」を開設（収容定員 240 人） 

昭和 43年 4 月 1 日 名古屋自由学院短期大学「保育科」の収容定員の増加に係る学
則変更認可（入学定員 100 人） 

昭和 43年 4 月 1 日 名古屋自由学院短期大学「保育専攻科」開設（入学定員 20 人） 

昭和 45年 4 月 1 日 愛知県西春日井郡師勝町熊之庄及び同郡西春町徳重に「名古屋
芸術大学」開設 
（入学定員 音楽学部 70 人 〈声楽科 10人・器楽科 25 人・音
楽教育学科 35 人〉） 
（入学定員 美術学部 80 人〈絵画科 30 人・彫刻科 10 人・デザ
イン科 40 人〉） 

昭和 48年 2 月 6 日 「名古屋自由学院幼稚園教員養成所」の名称を「名古屋保育専
門学校」に変更認可 
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昭和 48年 2 月 6 日 「名古屋保育専門学校」は、幼稚園教員を養成する機関として
文部大臣の指定を受ける 

昭和 48年 3 月 29 日 「名古屋保育専門学校」は、保母を養成する施設として厚生大
臣の指定を受ける 

昭和 48年 3 月 31 日 名古屋自由学院短期大学「保育専攻科」廃止 

昭和 49年 4 月 1 日 名古屋自由学院短期大学「児童教育科」開設（入学定員 50 人） 

昭和 49年 12月 25日 名古屋自由学院短期大学「音楽科」の収容定員の増加に係る学
則変更認可 
（入学定員 80 人〈器楽専攻 55 人・声楽専攻 25 人〉） 

昭和 49年 12月 25日 「名古屋芸術大学」の収容定員の増加に係る学則変更認可 
（入学定員 音楽学部 110 人〈声楽科 15 人・器楽科 35 人・音
楽教育学科 60 人〉） 
（入学定員 美術学部 120 人〈絵画科 45 人・彫刻科 15 人・デ
ザイン科 60 人〉） 

昭和 52年 3 月 1 日 「各種学校名古屋保育専門学校」を「専修学校名古屋保育専門
学校」（教育専門課程）に切替認可 

昭和 53年 4 月 1 日 名古屋自由学院短期大学「児童教育科第二部」開設（入学定員
50 人） 

昭和 53年 12月 25日 名古屋自由学院短期大学「保育科」の収容定員の増加に係る学
則変更認可（入学定員 150 人） 

昭和 57年 4 月 1 日 名古屋保育専門学校「保育科幼稚園教員・保母専攻コース第 1
部（昼間）」開設（入学定員 50 人） 

昭和 60年 3 月 31 日 「滝子幼稚園」の収容定員の減少に係る園則変更認可（収容定
員 200 人） 

昭和 60年 3 月 31 日 「名古屋自由学院短期大学付属第二幼稚園」の収容定員の減少
に係る園則変更認可（収容定員 160 人） 

昭和 60年 12月 25日 「名古屋芸術大学」の収容定員の増加に係る学則変更認可 
（入学定員 音楽学部 160 人〈声楽科 30 人・器楽科 60 人・音
楽教育学科 70 人〉） 
（入学定員 美術学部 180 人〈絵画科 70 人・彫刻科 20 人・デ
ザイン科 90 人〉） 

平成元年 3 月 31 日 
学校法人名古屋自由学院理事長「水野𨥦𨥦子

と し こ
」辞任 

平成元年 4 月 1日 学校法人名古屋自由学院理事長「川村科子」就任 
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平成 3 年 12 月 20 日 「名古屋芸術大学」の期間を付した入学定員の増加に係る学則
の変更認可 
（器楽科 15 人・絵画科 10 人・彫刻科 5 人・デザイン科 25 人） 
（期間 平成 4 年 4 月 1 日から平成 9 年 3 月 31 日まで） 

平成 6 年 12 月 21 日 「名古屋芸術大学」の収容定員の増加に係る学則変更認可 
（第 3 年次編入学定員 音楽学部 15 人〈声楽科３人・器楽科 5
人・音楽教育学科 7 人〉） 
（第 3 年次編入学定員 美術学部 20 人〈絵画科 10 人・デザイ
ン科 10 人〉） 

平成 7 年 4月 1日 名古屋芸術大学「大学院美術研究科造形専攻｣修士課程開設（入
学定員 10 人） 

平成 8 年 12 月 19 日 「名古屋芸術大学」の期間を付した入学定員の増加に係る学則
の変更認可 
（器楽科 15 人・絵画科 10 人・彫刻科 5 人・デザイン科 25 人） 
（期間 平成 9 年 4 月１日から平成 12 年 3 月 31 日まで） 

平成 9 年 4月 1日 名古屋芸術大学「大学院音楽研究科声楽専攻」及び「器楽専攻｣
修士課程開設（入学定員 声楽専攻 5人・器楽専攻 6人） 

平成 11年 3 月 1 日 「名古屋保育専門学校」の名称を「名古屋保育・福祉専門学
校」に変更し、介護福祉士を養成する施設として厚生大臣の指
定を受ける 

平成 11年 4 月 1 日 「名古屋保育専門学校」の名称を「名古屋保育・福祉専門学
校」に変更し、介護福祉科（教育・社会福祉専門課程）を開設
（入学定員 80 人） 

平成 11年 4 月 1 日 名古屋保育専門学校「保育科第二部（幼稚園教員専攻コー
ス）」の廃止 

平成 11年 4 月 1 日 名古屋自由学院短期大学「児童教育科第二部」の学生募集停止 

平成 11年 7 月 28 日 「名古屋芸術大学」の収容定員の増加に係る学則変更認可 
（音楽学部 声楽科 50 人・器楽科 85 人）  
（美術学部 絵画科 80 人・彫刻科 50人・デザイン科 175人） 

平成 11年 7 月 28 日 「名古屋芸術大学」の収容定員の減少に係る学則変更認可（音
楽教育学科 50 人） 

平成 12年 3 月 30 日 「名古屋保育・福祉専門学校」は、幼稚園教員養成機関として
文部大臣の指定を受ける 

平成 12年 4 月 1 日 名古屋自由学院短期大学音楽科「器楽専攻課程」及び「声楽専
攻課程」の学生募集を停止し、「音楽科」として学生募集を行
う 
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平成 12年 4 月 1 日 名古屋自由学院短期大学文科「英文専攻課程」及び「児童教育
科」の学生募集停止 

平成 12年 4 月 1 日 名古屋自由学院短期大学「保育科」及び「音楽科」を男女共学
とする 

平成 12年 5 月 24 日 「名古屋自由学院短期大学音楽科」の収容定員の減少に係る学
則変更認可（入学定員 50 人） 

平成 12年 8 月 15 日 名古屋芸術大学美術学部「彫刻科」の名称を「造形科」に変更
認可 

平成 12年 8 月 15 日 「名古屋自由学院短期大学」の名称を｢名古屋芸術大学短期大学
部｣に変更認可 

平成 12年 8 月 15 日 「名古屋自由学院短期大学付属第二幼稚園」の名称を「名古屋
芸術大学附属クリエ幼稚園」に変更認可 

平成 13年 3 月 31 日 名古屋自由学院短期大学文科「英文専攻課程」廃止 

平成 13年 3 月 31 日 名古屋自由学院短期大学音楽科「器楽専攻課程」及び「声楽専
攻課程」廃止 

平成 13年 3 月 31 日 名古屋芸術大学短期大学部「児童教育科」及び「児童教育科第
二部」廃止 

平成 13年 4 月 1 日 ①名古屋芸術大学「美術学部彫刻科」を「美術学部造形科」に
施行 
②「名古屋自由学院短期大学」を「名古屋芸術大学短期大学
部」に施行 
③「名古屋自由学院短期大学付属第二幼稚園」を「名古屋芸術
大学附属クリエ幼稚園」に施行 

平成 13年 4 月 1 日 名古屋芸術大学音楽学部「音楽文化応用学科」及び美術学部
「美術文化学科」開設（入学定員〈音楽文化応用学科 50 人・美
術文化学科 30 人〉） 

平成 13年 4 月 1 日 名古屋芸術大学短期大学部文科「国文専攻課程」の募集停止 

平成 14年 3 月 31 日 名古屋芸術大学短期大学部「文科」廃止 

平成 14年 4 月 1 日 名古屋芸術大学「デザイン学部デザイン学科」開設 
（入学定員 175 人 第 3年次編入学定員 10 人） 

平成 14年 4 月 1 日 名古屋芸術大学美術学部「デザイン科」の学生募集停止 
（ただし、3年次編入学は平成 16 年 4月から学生募集停止） 

平成 16年 4 月 1 日 名古屋芸術大学「大学院音楽研究科音楽学専攻修士課程」開設
（入学定員 8人） 

平成 17年 4 月 1 日 名古屋芸術大学音楽学部「演奏学科」及び「音楽文化創造学
科」開設 
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（入学定員 演奏学科 115 人、音楽文科創造学科 120人） 

平成 17年 4 月 1 日 名古屋芸術大学「大学院デザイン研究科デザイン専攻修士課
程」開設（入学定員 10 人） 

平成 17年 4 月 1 日 名古屋芸術大学音楽学部「声楽科」、「器楽科」、「音楽教育学科」
及び「音楽文化応用学科」の学生募集停止 
（ただし、3年次編入学は平成 19 年 4月から学生募集停止） 

平成 18年 3 月 31 日 名古屋芸術大学美術学部「デザイン科」廃止 

平成 19年 3 月 6 日 「名古屋芸術大学人間発達学部」は、指定保育士養成施設とし
て東海北陸厚生局長の指定を受ける 

平成 19年 3 月 16 日 「名古屋芸術大学人間発達学部」は、教員の免許状授与の所要
資格を得させるための大学の学部等の課程として文部科学大臣
の認定を受ける 
（小学校教諭一種免許状及び幼稚園教諭一種免許状） 

平成 19年 3 月 22 日 名古屋保育・福祉専門学校「介護福祉科」の入学定員の減少に
係る学則変更承認（入学定員 40 人） 

平成 19年 4 月 1 日 名古屋芸術大学「人間発達学部子ども発達学科」開設 
（入学定員 140 人 第 3年次編入学定員 10 人） 

平成 19年 4 月 1 日 名古屋芸術大学短期大学部「保育科」及び「音楽科」の学生募
集停止 

平成 20年 3 月 31 日 「名古屋芸術大学短期大学部」閉校 
平成 20年 3 月 31 日 名古屋芸術大学音楽学部「声楽科」、「器楽科」、「音楽教育学科」

及び「音楽文化応用学科」廃止 
平成 20年 4 月 1 日 名古屋芸術大学美術学部「美術学科」開設（入学定員 160 人） 
平成 20年 4 月 1 日 名古屋芸術大学美術学部「絵画科」、「造形科」及び「美術文化学

科」の学生募集停止（ただし、3年次編入学は平成 22年 4月か
ら学生募集停止） 

平成 22年 3 月 31 日 学校法人名古屋自由学院理事長「川村科子」辞任 
平成 22年 4 月 1 日 学校法人名古屋自由学院理事長「川村大介」就任 
平成 23年 4 月 1 日 名古屋芸術大学「大学院人間発達学研究科子ども発達学専攻修

士課程」開設（入学定員 10 人） 
平成 23年 4 月 1 日 「名古屋保育・福祉専門学校」を「名古屋芸術大学保育・福祉

専門学校」に名称変更 
平成 24年 4 月 1 日 「名古屋芸術大学 栄サテライト」開設 
平成 25年 3 月 31 日 名古屋芸術大学美術学部「絵画科」廃止 

平成 26年 3 月 31 日 名古屋芸術大学美術学部「造形科」及び「美術文化学科」廃止 
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平成 26年 6 月 12 日 
 
 

「名古屋芸術大学」の入学定員の減少に係る学則変更届出 
（入学定員 音楽学部 150 人〈演奏科 60 人・音楽文化創造学科
90 人〉、美術学部美術学科 120 人） 

平成 26年 8 月 1 日 
 

学校法人名古屋自由学院寄附行為の変更認可 
（理事定数：9 人、評議員定数：20人） 

平成 27年 3 月 31 日 名古屋芸術大学保育・福祉専門学校「介護福祉科」廃止 

平成 27年 4 月 1 日 
 

「名古屋芸術大学保育・福祉専門学校」を「名古屋芸術大学保
育専門学校」に名称変更 

平成 29年 2 月 28 日 名古屋芸術大学保育専門学校「教育・社会福祉専門課程  保育
科」、「教育・社会福祉専門課程  保育科第二部」が職業実践
専門課程として文部科学大臣の認定を受ける 

平成 29年 4 月 1 日 名古屋芸術大学芸術学部「芸術学科」開設（入学定員 445 人） 
平成 29年 4 月 1 日 名古屋芸術大学音楽学部「演奏学科」、「音楽文化創造学

科」、美術学部「美術学科」及びデザイン学部「デザイン学
科」の学生募集停止（ただし、3年次編入学は平成 31年 4月か
ら学生募集停止） 

平成 29年 9 月 29 日 「名古屋芸術大学地域交流センター」を名古屋市納屋橋に開設 

令和 2 年 3月 31 日 「名古屋芸術大学地域交流センター」閉鎖 

令和 2 年 4月 1日 名古屋芸術大学「留学生別科」開設（入学定員 1年課程 20
人・2 年課程 20 人） 

令和 2 年 4月 1日 名古屋芸術大学保育専門学校「保育科」、「保育科（第二
部）」の学生募集停止 

令和 2 年 10 月 1 日 学院事務組織を改編 

令和 4 年 3月 31 日 名古屋芸術大学音楽学部「演奏学科」、「音楽文化創造学科」
廃止 

令和 4 年 3月 31 日 名古屋芸術大学保育専門学校「保育科」、「保育科第二部」廃
止 

令和 4 年 4月 1日 名古屋芸術大学「人間発達学部子ども発達学科」を「教育学部
子ども学科」に名称変更 

令和 6 年 3月 31 日 名古屋芸術大学デザイン学部「デザイン学科」廃止 
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1-3 設置する学校・学部・学科等（令和 6年 5 月 1 日現在） 
 
１ 名古屋芸術大学大学院 
  音楽研究科     声楽専攻（修士課程） 
            器楽専攻（修士課程） 
            音楽学専攻（修士課程） 
  美術研究科     美術専攻（修士課程） 
  デザイン研究科   デザイン専攻（修士課程） 
  人間発達学研究科  子ども発達学専攻（修士課程） 
２ 名古屋芸術大学 
  美術学部     美術学科 
  芸術学部      芸術学科 
  教育学部   子ども学科 
  留学生別科 
３ 滝子幼稚園 
４ 名古屋芸術大学附属クリエ幼稚園
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1-4 事務組織図（令和 6年 5月 1 日現在） 
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1-5 当該学校・学部・学科等の入学定員、学生数の状況 
 

 入学定員 ３年次
編入学
定員 

収容定員 
 

現  員 
(令和 6 年 5 月 1 日現在) 

名古屋芸術大学大学院 
 音楽研究科 
 美術研究科 
 デザイン研究科 
 人間発達学研究科 

     
      19 
      10 
   10 
   10 

 
  － 
  － 
  － 
  － 

 
     38 
     20 
   20 
   20 

 
        22 
        37 
        45 
         4 

    合    計       49   －      98         108 
名古屋芸術大学 
 美術学部美術学科 
 芸術学部芸術学科 
  教育学部子ども学科 

 
      － 

485 
    100 

 
    － 
   35 
   10 

 
－      

2,010 
420   

 
        1 

2,180    
172 

    合    計      585    45   2,430      2,353 
 留学生別科  1 年課程 20 

2 年課程 20 
－ 
－ 

20 
40 

8 
33 

合    計     40 － 60 41 
滝子幼稚園    －    

－ 
    200        166 

名古屋芸術大学附属クリエ幼稚園    －   －     160        172 
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1-6 役員・教職員の概要（令和 6年 5 月 1 日現在） 
 
 (1)役員並びに評議員の定員及び現員  
   理 事（定員 9名 現員 8 名） 
   監 事（定員  2名 現員 2 名） 
   評議員（定員 19 名 現員 18 名） 
 
 (2)教職員（主な役職者名） 
   学校法人名古屋自由学院長・理事長 
     川 村 大 介 
   名古屋芸術大学長 
     來 住 尚 彦 
   滝子幼稚園長 
     髙御堂 勝 久 
   名古屋芸術大学附属クリエ幼稚園長 
     髙御堂 勝 久 
   学校法人名古屋自由学院経営本部長 
     濱 田 誠 
 
 (3)教職員数 
   ①教員 
   名古屋芸術大学（教授 42 名 准教授 36 名 講師 23 名 助教 1 名 非常勤講師 395 名） 
   滝子幼稚園（専任教諭 10 名 非常勤教諭 5名） 
   クリエ幼稚園（専任教 8 名 非常勤教諭 7 名） 
 
   ②事務職員及び技術職員 
   事務職員（45名）  
   技術職員（ 7 名）
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 事業の概要 
 
1 名古屋芸術大学 
 

 地域連携の充実 
自治体、公共団体等との連携 
周辺の地域に対して、本学が有するリソ

ースを活用し芸術文化の発展に寄与すべく、
次の事項を始めとして複数の事業を実施し
た。 
① 愛知万博 20 周年記念事業「彩の回廊」

制作 
愛知県の愛・地球博記念公園にて開催さ

れる 20周年記念事業に参加した。愛知万博
のメインテーマであった「自然の叡智」から
着想し、メインターゲットである愛知万博
を経験していない若年層に向け、記念事業
の特別感を楽しめる、季節の移ろいを感じ
られるような、春らしいカラフルな色合い
を用いて、干支にちなみヘビをモチーフに
「サーカスとへびつかい」を展示制作した。
子どもたちから何度も歓声が上がり、来場
者から好評を得られた。 
② 児童館でのプロジェクションマッピン

グ公演制作 
名古屋市前津児童館とコラボレーション

し、プロジェクションマッピング「お絵かき
の森」を開催した。夏休み中の子どもたちが
数多く訪れ、自分の描いた絵が映し出され
るたび歓声があがり、舞台美術領域のノウ
ハウが生かされた公演になった。 
③ メディアデザインの力で“科学の魅力”

を再発見 
名古屋市科学館の常設展示や科学現象を

より魅力的に表現するメディアデザイン作
品を名古屋市科学館他で展示した。学生が、

来場者に対して体験のしにくさや深く読み
込まなければならないものなど、科学が持
つ本来の楽しさ、不思議さについて現象を
紹介、説明をした。 
④ 名東区制５０周年記念「輝く未来へのフ

ァンファーレ」音源制作 
名古屋市名東区が制定され５０周年の節

目の年に本学のウインドオーケストラを中
心としたメンバーで演奏し、本学の学生が
録音・編集をした。これは今後名東区の式典
や行事で活用される。 
⑤ 佐久島 SDGｓプロジェクト 

1泊 2日にて現地海岸のゴミ拾いを行い、
佐久島の現状を把握した。「島を美しくする」
をテーマに島内外に向けた作品を制作し、
「SDGs AICHI EXPO 2024」（愛知県国際展
示場（Aichi Sky Expo）、三河湾大感謝祭（西
浦温泉パームビーチ）、あいちウィーク（西
尾市佐久島ナビゲーション）他での展示を
実施した。 

 
産学官連携・社会貢献の充実 

地域社会における活動の実施 
名古屋芸術大学の多彩な教育文化活動の

成果を社会貢献に活かし、次の連携事業を
始めとする多くの連携事業を実施して社会
的還元を進めた。 
① 尾州産地の織物デザインの開発 
芸術学部デザイン領域は、一宮市から依

頼を受け、尾州産地の魅力をアピールする
ファッション・アートイベント「BISHU 
FES.」に参加、関連イベントである「まちな
かアート展示」で、一宮モーニングをテーマ
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にオリジナルテキスタイルを制作し、一宮
市本町商店街に展示し商店街に花を添えた。 
② 庄内緑地園内ボート小屋リニューアル 
園内に設置されている足漕ぎボート受付

小屋の老朽化に伴い、小屋全体を塗りなお
し、全体にイラストを施すというプロジェ
クトに本学の学生が連携事業として取り組
んだ。公園に咲く花や、そこに住む生き物を
取り入れながらデザインを考え、手作業で
丁寧に描かれている。現在公園内工事のた
め、２０２５年初夏に公開される予定。 
③ 建築建材展 2025 美濃焼タイル振興協

議会のブースデザイン 
東京ビッグサイトで開催された建築建材

展にて、美濃焼タイル振興協議会ブースの
タイル装飾を制作した。花や動物をモチー
フとした大小さまざまなパーツがブースの
大きな壁面を彩った。また、今年度新たに制
作したタイル張りのベンチは、ガウディー
建築のようだとの声をいただいた。会場に
は多くの出店があり、学生が手掛けたブー
スは手貼り工法ならではのぬくもりのある
空間となり、来場者から好評を得た。 
④ カーディーラーのショールームディス

プレイを制作 
芸術学部デザイン領域は、株式会社オダ

タイヤ及び株式会社ATグループと共同し、
カーディーラー「店舗ディスプレイ」を制作
した。店舗、クルマのイメージ及びファミリ
ー購買層を想定し、店舗で働く方々にも提

案した結果、「まるごとクリーニング」を題
材した案が採用され、実車とともに展示さ
れた。 
⑤ ららぽーと名古屋みなとアクルス「名古

屋みなと蔦屋書店」のクリスマス店内装
飾 
蔦屋書店から、本学学生の豊かな発想で、

店内装飾を一般的な施工業者と異なる視点
による制作依頼があった。芸術学部美術領
域の学生が、蔦屋書店担当者と協議を重ね、
店内は「氷の本屋」をメインテーマに、うき
うき・ほっこりといった空間に仕上がった。
来店客から、その様子を多数の SNS で発信
される等、クリスマス期間中、雰囲気ある空
間を作り、依頼者から高い評価を得た。 
 

事務職員研修の充実 
SD 研修の実施 
「名古屋自由学院事務職員研修規程」に

基づき、次の研修を実施した。 
全体研修 
① 障害学生支援に関する研修 

② ハラスメントに関する研修 

③ ChatGPTに関する研修 

④ 私立大学における合理的配慮提供の

義務化について 
職場内研修 
全てのチームにおいて、研修責任者(原則

として所属のチームリーダー等)が所属職

員に対して 2回の職場内研修を実施。

２ 滝子幼稚園
 

快適な保育環境整備 
園舎建て替えによる仮園舎の環境整備 

 園舎老朽化に伴う新園舎の建築が順調に
進んでいる。仮園舎に引っ越し後、安全面に
配慮して、設備や補修等を行ったり、仮園舎



14 
 

に必要な室内遊具や備品等を整えたりして
仮園舎での保育・教育環境を整備した。仮園
舎においても充実した保育・教育活動が実
施できている。 
 

未就園児親子教室の充実 
未就園家庭の支援 
乳児を子育てしている近隣の家庭に対す

る子育て支援及び幼稚園の教育方針、園の 
様子の情宣という 2 つの目的で未就園児親
子教室を計画した。令和６年度も０・１・ 
２歳児クラス、満 3 歳児クラスの２教室を
年間 13 回実施し、リズム遊びや造形遊びな
どを行うことができた。参加登録は０・１・
２歳児クラス 62 組、満 3歳児クラス 52 組
であり、満３歳児クラスから 38 名の園児が
入園した。 

 
教育評価 

幼稚園関係者、第三者による教育評価の実
施 
評価アンケート内容と選択肢の見直しを

行った上で、保護者と教職員による令和６
年度の教育評価を実施し、結果をまとめた。
幼稚園評議員会を開催し、その結果を報告
した。高評価の中でもやや評価が低かった
項目についてご意見をいただき、評議員の
方々にも評価をしていただいた。令和７年
度の保育・教育活動に生かしていく。 

 
保育支援の充実 

園内研修の充実 
新園舎でのカリキュラムに向けて、園内

研修を行った。 
また、特別支援研修や療育施設等見学を

実施し、個に応じた働きかけ、特別な支援や
配慮が必要な園児への対応などについて、
特別支援教育の充実を図った。

 
３ 名古屋芸術大学附属クリエ幼稚園 
 

保育実践研究 
研修の充実と実践研究活動の充実 
園内研修を 10 回、滝子幼稚園との合同研

修を２回実施した。 
新たな研究テーマを設定し、5 人の担任

の実践検討会を実施した。そして、1年間の
保育実践研究の成果を「研究紀要第 12 号」
として発刊した。 

 
保育支援の充実 

保育カリキュラムの運用と見直し 
担任が園児一人一人の個性や実態をとら

え、学年で年間カリキュラムを見直し、保育
活動を実施した。 
特別支援教育の充実 
特別支援教育を専門とする先生を招いて

園内研修を 4 回実施した。また、療育施設
見学に 21 人が参加した。 
外部支援機関と連携したり、園として個

別相談を行ったりするなど、支援を必要と
する子どもと保護者を支援する体制の充実
を図った。 
 

未就園児親子教室の充実 
未就園児家庭の支援 
未就園家庭を対象に「ひよこ組」を開設、
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年間 11 回活動した。園庭開放は毎週木曜日
に実施し、教頭が未就園児に手遊びや読み
聞かせを行ったり、保護者の相談に対応し
たりした。その他の行事として、運動会及び
作品展に参加していただいた。 
 

名芸大との連携 
保育・教育活動の充実 

名芸大教員と連携し、「親子で吹奏楽を楽
しもう」「年長児造形クラス」「ゼミ活動音楽
発表会」を実施した。 
保育・教育活動への参加受け入れの推進 
名芸大学生による、自主保育活動による

遊びや行事へのボランティアの受け入れ、
教育実習・授業における園見学・保育活動体
験の受け入れを実施した。

 
※詳細は、別添の「令和 6 年度事業計画報告書」を参照
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3 財務の概要 
 
「学校法人会計基準」に定められた計算書には資金収支計算書、事業活動収支計算書およ

び貸借対照表の３種類があります。 
 「資金収支計算書」は、当該年度の教育研究等の諸活動に対応するすべての収入・支出の
内容および支払資金(現金・預貯金)のてん末を明らかにします。お金の動きをすべて網羅し
た計算書(いわゆる、キャッシュフロー)であるため、収入には借入金収入、前受金収入、貸
付金回収収入等が含まれ、支出では借入金返済支出、資産運用支出、貸付金支払支出等が含
まれます。 
 「事業活動収支計算書」は、当該年度の活動に対応する事業活動収入および事業活動支出
の内容を明らかにするとともに、基本金に組み入れる額を控除したすべての事業活動収入
および事業活動支出の均衡状態が保たれているかどうかを示し、これによって経営状態が
健全であるかどうかを判断することができます。また、学校法人の経営状況をよりわかりや
すくするために、「経常的な収支」と「臨時的な収支」に区分して示します。「経常的な収支」
は、本業である教育研究活動の収支を示す「教育活動収支」と、財務活動（資金調達・運用）
および収益事業に係る活動の収支を示す「教育活動外収支」に分かれます。「臨時的な収支」
は、特殊な要因によって一時的に発生する資産売却差額、資産処分差額、施設設備寄付金、
現物寄付、施設設備補助金などの臨時的な収支を対象とし、「特別収支」と表示します。こ
の計算書には「基本金組入額」という学校法人会計特有の名称が出てきます。「基本金」と
は、「学校法人が、その諸活動の計画に基づき必要な資産を継続的に保持するために維持す
るべきものとして、その事業活動収入のうちから組み入れた金額を基本金とする。」と規定
(学校法人会計基準 第 29 条)されています。 
収支計算書が一定の期間の各事業の総収支状況を示しているのに対して、「貸借対照表」

はある時点における資産、負債、純資産（基本金、繰越収支差額）の内容および残高を示し、
学校法人としての資産状態を明らかにしています。 

 
3-1 決算説明 

 令和 6年度の事業活動収入は、前年度より 47百万円増の 4,619百万円、事業活動支出は、
前年度より 61 百万円増の 4,064百万円となり、基本金組入前当年度収支差額は前年度より
14 百万円減の 555 百万円となりました。基本金組入額は前年度より 330 百万円増の△534
百万円となり、当年度収支差額は 22 百万円となりました。前年度までの翌年度繰越収支差
額が△2,969 百万円であったため、翌年度に繰り越される繰越収支差額は基本金取崩額 277
百万円を加味し△2,670 百万円となっています。 
 
(1)教育活動収支（経常的な収支）について 
 教育活動収入は対前年度比 19 百万円減の 4,493 百万円、教育活動支出は対前年度比同の
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3,980 百万円となり、教育活動収支差額は前年度から 18 百万円減の 514 百万円となりまし
た。教育活動収支について特筆すべき点は、以下のとおりです。 
① 学生生徒等納付金は、補正予算に対して休退学者数の見込みの改善や定員充足率の改善

により、対前年度比 75 百万円増の 3,905 百万円となりました。 
② 手数料は、対前年度比 1百万円減の 26 百万円となりました。 
③ 寄付金は、対前年度比同の 7百万円となりました。 
④ 経常費等補助金は、対前年度比 3百万円増の 381百万円となりました。このうち国庫補

助金は、前年度から 1 百万円増の 303 百万円となりました。地方公共団体補助金は、前
年度から 2 百万円増加し 78 百万円となりました。 

⑤ 付随事業収入は、対前年度比 8 百万円増の 38 百万円となりました。このうち受託事業
収入は、新型コロナウィルス感染症の実質的な収束に伴う地域・社会連携事業の再開に
より、前年度から 8 百万円増加しました。 

⑥ 人件費は、対前年度比 23 百万円減の 2,121 百万円となりました。このうち教員人件費
は、専任教員・パートナー教員・有期契約教員の新規採用等により、前年度から 74 百
万円増加しました。職員人件費は、専任職員の新規採用等により前年度から 11 百万円
増加しました。役員報酬は、前年度同です。退職給与引当金繰入額は、前年度から 85 百
万円減少しました。退職金は、前年度から 24百万円減少しました。 

⑦ 教育研究経費及び管理経費は、対前年度比 22 百万円増の 1,859 百万円となりました。
このうち光熱費は、主に近年のエネルギー価格高騰の影響により前年度から 4 百万円
増加しました。役務費は、主に派遣職員の増加や法務コンプライアンス室業務委任契約
等により前年度から 22 百万円増加しました。手数料は、令和 6 年度受審 大学機関別
認証評価 評価料やリスクマネジメント対策諸費用、職員新規採用における人材紹介料、
システムの新規契約や更新、広報ツールの強化等により前年度から 33百万円増加しま
した。校舎取壊費は、今年度は滝子キャンパスの東館、北館、渡り廊下等の取壊しによ
り 31百万円が発生しました。会費及び負担金は、新型コロナウィルス感染症収束後の、
学外ガイダンス等をはじめとする対面での学生募集活動の本格的な再開により、前年
度から 2百万円増加しました。学生等募集広報費は、出稿媒体の精査・見直し等により
25 百万円減少しました。 

(2)教育活動外収支（経常的な収支）について 
 教育活動外収入は、受取利息・配当金が前年度から 14 百万円増加し、教育活動外収支差
額は対前年度比 11 百万円増の 49 百万円となりました。 
(3)経常収支差額について 
 上述のとおり、教育活動収支差額は 514百万円、教育活動外収支差額は 49百万円となり、
経常収支差額は、前年度から 7 百万円減少し、563 百万円となりました。 
(4)特別収支（臨時的な収支）について 
 特別収入は対前年度比 55 百万円増の 77 百万円、特別支出は対前年度比 62 百万円増の
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84 百万円となり、特別収支差額は、前年度から 7百万円減少し、△8百万円となりました。
特別収支について特筆すべき点は、以下のとおりです。 
① その他の特別収入の主な内訳は、今年度は 51百万円の現物寄付がありました。 
② 資産処分差額の主な内訳は、滝子キャンパスの東館、北館、渡り廊下等の取壊しによる

建物処分差額 64 百万円、構築物処分差額 6 百万円、図書処分差額 14 百万円などです。 
 

  
事業活動収支総括表 (単位:百万円)

予算 決算 差異
教育活動収支 収入 学生生徒等納付金 3,880 3,905 △ 26

手数料 21 26 △ 5
寄付金 18 7 11
経常費等補助金 333 381 △ 48
付随事業収入 38 38 0
雑収入 123 136 △ 13
教育活動収入計 4,413 4,493 △ 80

支出 人件費 2,141 2,121 20
教育研究経費 1,509 1,411 98
管理経費 489 448 42
徴収不能額等 - 0 △ 0
教育活動支出計 4,139 3,980 159

教育活動収支差額 274 514 △ 239
教育活動外収支 収入 受取利息・配当金 21 45 △ 23

その他の教育活動外収入 - 5 △ 5
教育活動外収入計 21 49 △ 28

支出 借入金等利息 - - -
その他の教育活動外支出 - - -
教育活動外支出計 - - -

教育活動外収支差額 21 49 △ 28
経常収支差額 296 563 △ 267

特別収支 収入 資産売却差額 2 - 2
その他の特別収入 25 77 △ 51
特別収入計 27 77 △ 49

支出 資産処分差額 86 84 2
その他の特別支出 - - -
特別支出計 86 84 2

特別収支差額 △ 59 △ 8 △ 51
〔予備費〕 16 - 16
基本金組入前当年度収支差額 221 555 △ 334
基本金組入額合計 △ 572 △ 534 △ 39
当年度収支差額 △ 351 22 △ 373
前年度繰越収支差額 △ 5,839 △ 2,969 △ 2,870
基本金取崩額 - 277 △ 277
翌年度繰越収支差額 △ 6,190 △ 2,670 △ 3,520
事業活動収入計 4,462 4,619 △ 157
事業活動支出計 4,241 4,064 177
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資金収支総括表 (単位：百万円)

予算 決算 差異
収入の部 学生生徒等納付金収入 3,880 3,905 △ 26

手数料収入 21 26 △ 5
寄付金収入 18 7 11
補助金収入 358 406 △ 48
資産売却収入 - - -
付随事業・収益事業収入 38 38 0
受取利息・配当金収入 21 45 △ 23
雑収入 109 128 △ 19
各種特定資産の取崩 82 - 82
借入金等収入 - - -
前受金収入等 △ 105 146 △ 251
前年度繰越支払資金 2,692 3,347 △ 655
収入の部合計 7,115 8,048 △ 934

支出の部 人件費支出 2,148 2,129 19
教育研究経費支出 1,144 1,047 98
管理経費支出 450 408 42
借入金等利息・返済支出 - - -
施設・設備関係支出 971 885 86
各種特定資産の積立 542 246 297
預り金支出等 16 93 △ 78
翌年度繰越支払資金 1,843 3,240 △ 1,397
支出の部合計 7,115 8,048 △ 934
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3-2 貸借対照表の概要 
本年度末の有形固定資産は、西キャンパス土地取得や現物寄付の受入などにより、対前年

度比 448 百万円増加しました。特定資産は、前年度に引き続いて減価償却引当特定資産及
び施設設備引当特定資産に計 540 百万円の追加繰り入れと、退職給与引当特定資産の 82百
万円の取崩により、対前年度比 458 百万円増加しました。その他の固定資産は、対前年度
比 215 百万円減少し、流動資産は、現預金の減少などにより、対前年度比 193 百万円減少
しました。これらの結果、資産の部合計では、対前年度比 498 百万円増の 18,622百万円と
なりました。固定負債では、退職給与引当金の減少により、対前年度比 21百万円減の 1,130
百万円となりました。流動負債では、未払金が 101 百万円減少し、前受金が 54 百万円増加
したことなどにより、対前年度比 36百万円減の 1,117 百万円となりました。これらの結果、
負債の部合計は対前年度比 57 百万円減の 2,247 百万円、基本金は、534 百万円の組入れ及
び 277 百万円の取崩を行い、19,044百万円となりました。翌年度繰越収支差額は△2,670 百
万円となります。基本金と繰越収支差額を合算した純資産の部合計は、対前年度比 555 百
万円増の 16,374百万円となりました。 

 
 

 

貸借対照表(総括) (単位:百万円)

本年度末 前年度末 増減
資産の部

固定資産 15,265 14,573 691
有形固定資産 10,871 10,423 448

土地 3,855 3,581 274
建物 3,756 3,952 △ 196
構築物 78 89 △ 11
その他の有形固定資産 3,183 2,801 382

特定資産 3,986 3,528 458
その他の固定資産 408 623 △ 215

流動資産 3,357 3,550 △ 193
現預金 3,240 3,347 △ 107
その他の流動資産 117 203 △ 86

資産の部合計 18,622 18,123 498
負債の部

固定負債 1,130 1,151 △ 21
退職給与引当金 1,129 1,150 △ 21
その他の固定負債 1 1 △ 0

流動負債 1,117 1,153 △ 36
前受金 723 669 54
その他の流動負債 395 484 △ 90

負債の部合計 2,247 2,304 △ 57
純資産の部

基本金 19,044 18,788 256
第1号基本金 18,256 18,000 256
第3号基本金 500 500 -
第4号基本金 288 288 -

繰越収支差額 △ 2,670 △ 2,969 299
翌年度繰越収支差額 △ 2,670 △ 2,969 299
純資産の部合計 16,374 15,819 555
負債及び純資産の部合計 18,622 18,123 498
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3-3 経年比較 
1.事業活動収支計算書 (単位:百万円)

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
教育活動収支

学生生徒等納付金 3,182 3,420 3,707 3,830 3,905
手数料 23 26 24 28 26
寄付金 13 5 13 7 7
経常費等補助金 329 362 365 378 381
付随事業収入 34 24 27 31 38
雑収入 423 175 255 239 136
教育活動収入計 4,005 4,012 4,392 4,512 4,493
人件費 2,387 2,102 2,185 2,144 2,121
（人件費比率） 59.3% 52.1% 49.5% 47.1% 46.7%
教育研究経費 1,266 1,215 1,275 1,348 1,411
（内減価償却額） 359 374 361 353 364
（教研経費比率） 31.5% 30.1% 28.9% 29.6% 31.1%
管理経費 427 332 489 489 448
（内減価償却額） 25 24 34 33 39
（管理経費比率） 10.6% 8.2% 11.1% 10.7% 9.9%
徴収不能額 0 - - - 0
教育活動支出計 4,080 3,649 3,949 3,980 3,980
教育活動収支差額 △ 75 363 443 532 514

教育活動外収支
受取利息・配当金 20 22 24 30 45
その他の教育活動外収入 - - 1 8 5
教育活動外収入計 20 22 25 38 49
借入金等利息 - - - - -
その他の教育活動外支出 - - 0 - -
教育活動外支出計 - - 0 - -
教育活動外収支差額 20 22 25 38 49
経常収支差額 △ 55 385 468 570 563

特別収支
資産売却差額 0 - - - -
その他の特別収入 68 14 756 22 77
特別収入計 69 14 756 22 77
資産処分差額 57 60 524 22 84
その他の特別支出 4 - - - -
特別支出計 61 60 524 22 84
特別収支差額 8 △ 46 232 △ 1 △ 8
基本金組入前当年度収支差額C(A-B) △ 48 339 701 569 555
基本金組入額合計D △ 470 △ 165 △ 324 △ 204 △ 534
当年度収支差額E(C+D) △ 518 174 377 366 22
前年度繰越収支差額F △ 4,599 △ 5,008 △ 4,596 △ 3,374 △ 2,969
基本金取崩額G 109 239 844 40 277
翌年度繰越収支差額H(E+F+G) △ 5,008 △ 4,596 △ 3,374 △ 2,969 △ 2,670
事業活動収入計A 4,093 4,048 5,174 4,572 4,619
事業活動支出計B 4,141 3,709 4,473 4,003 4,064
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2.資金収支計算書 (単位:百万円)

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
収入の部

10 学生生徒等納付金収入 3,182 3,420 3,707 3,830 3,905
20 手数料収入 23 16 24 28 26
30 寄付金収入 12 5 13 7 7
40 補助金収入 396 375 421 398 406
60 資産売却収入 96 - 700 - -
70 付随事業・収益事業収入 34 24 27 31 38
75 受取利息・配当金収入 20 22 24 30 45
80 雑収入 287 146 243 232 128
130 前受金収入 654 662 675 669 723
140 その他の収入 1,395 412 126 227 202
180 資金収入調整勘定 △ 893 △ 748 △ 888 △ 864 △ 779
190 前年度繰越支払資金 1,068 1,830 2,386 3,061 3,347

収入の部合計 6,273 6,164 7,459 7,649 8,048
支出の部

210 人件費支出 2,238 2,102 2,160 2,156 2,129
220 教育研究経費支出 902 841 913 994 1,047
230 管理経費支出 398 308 455 456 408
240 借入金等利息支出 - - - - -
270 借入金等返済支出 - - - - -
280 施設関係支出 339 187 292 268 775
290 設備関係支出 103 77 78 118 110
310 資産運用支出 222 172 540 398 246
320 その他の支出 644 405 325 363 447
370 資金支出調整勘定 △ 403 △ 313 △ 366 △ 450 △ 354
380 翌年度繰越支払資金 1,830 2,386 3,061 3,347 3,240

支出の部合計 6,273 6,164 7,459 7,649 8,048

3.貸借対照表 (単位:百万円)

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
資産の部

固定資産 14,354 14,236 14,197 14,573 15,265
流動資産 2,141 2,502 3,303 3,550 3,357
資産の部合計 16,495 16,737 17,500 18,123 18,622

負債・基本金・純資産の部
固定負債 1,194 1,166 1,178 1,151 1,130
流動負債 1,091 1,023 1,073 1,153 1,117
負債の部合計 2,285 2,188 2,251 2,304 2,247
基本金 19,218 19,145 18,624 18,788 19,044
繰越収支差額 △ 5,008 △ 4,596 △ 3,374 △ 2,969 △ 2,670
純資産の部合計 14,210 14,549 15,250 15,819 16,374
負債及び純資産の部合計 16,495 16,737 17,500 18,123 18,622
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4.財務比率 (単位:%)

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
貸借対照表関係比率

1. 純資産構成比率 86.1 86.9 87.1 87.3 87.9
純資産/(総負債+純資産)

2. 繰越収支差額構成比率 △ 30.4 △ 27.5 △ 19.3 △ 16.4 △ 14.3
繰越収支差額/(総負債+純資産)

3. 流動比率 196.1 244.6 308.0 307.8 300.5
流動資産/流動負債

4. 負債比率 16.1 15.0 14.8 14.6 13.7
総負債/純資産

5. 総負債比率 13.9 13.1 12.9 12.7 12.1
総負債/総資産

6. 有形固定資産構成比率 67.8 65.7 59.7 57.5 58.4
有形固定資産/総資産

7. 基本金比率 99.7 99.5 100.0 99.8 99.3
基本金/基本金要組入額

事業活動収支関係比率
1. 学生生徒等納付金比率 79.1 84.8 83.9 84.2 86.0
学生生徒等納付金/経常収入

2. 人件費比率 59.3 52.1 49.5 47.1 46.7
人件費/経常収入

3. 人件費依存率 75.0 61.5 58.9 56.0 54.3
人件費/学生生徒等納付金

4. 教育研究経費比率 31.5 30.1 28.9 29.6 31.1
教育研究経費/経常収入

5. 事業活動収支差額比率 △ 1.2 8.4 13.5 12.5 12.0
基本金組入前当年度収支差額/事業活動収入

6. 基本金組入後収支比率 114.3 95.5 92.2 91.6 99.5
事業活動支出/(事業活動収入－基本金組入額)  
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3-4 主な施設設備の整備状況 
(1)校舎耐震補強工事、キャンパス内バリアフリー化、防災設備整備の推進 

対象となる校舎の耐震診断を平成 15・16 年度で実施し、平成 17 年度より３カ年計画
で耐震補強工事を実施しました。平成 20 年度から地震等の防災を想定した設備対策及
び令和 4年度から避難場所となる大空間天井落下防止耐震化等の整備を実施中です。 

 
年度 所属 事業内容 

R5 芸大 

西キャンパスU 棟 1階天井撤去耐震改修工事 
耐震改修（非構造部材） 

 

R4 芸大 

西キャンパス L棟体育館天井撤去耐震改修工事 
耐震改修（非構造部材） 

  
西キャンパスU 棟 2階天井撤去耐震改修工事 
耐震改修（非構造部材）      

R3 芸大 

東キャンパス 1 号館校舎硝子飛散防止フィルム改修工事 
耐震改修（非構造部材） 
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年度 所属 事業内容 

R2 芸大 

東キャンパス交流テラス(バリアフリー)  

 
1 号館南面外壁タイル落下防止浮き注入工事(非構造)  

 

H 31 
芸大 
滝幼 

1 号館北面・西面外壁タイル浮き注入工事 

 
北門フェンス・扉防犯対策 

H 30 芸大 

西キャンパス遊歩道整備 

 
1 号館東面外壁タイル浮き注入工事 
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年度 所属 事業内容 

H 28 芸大 年式の古い火災感知器を確認灯付に更新 

H 27 

芸大 
保専 
滝幼 
クリエ 
保専 

校舎･園舎の硝子飛散防止フィルム施工(非構造部材耐震) 
X 棟･2 号館･クリエ園舎他 

 

 
本館･清雅館渡り廊下新設(バリアフリー) 

 

H 26 芸大 

西キャンパス A棟天井耐震補強工事(非構造部材耐震)  
東キャンパス玄関自動ドア・スロープ･手摺･多目的トイレ改修
(バリアフリー) 
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年度 所属 事業内容 

H 25 
芸大 
滝幼 

3 号館講堂舞台照明設備落下防止(非構造部材耐震) 

 
滝子キャンパス渡り廊下（バリアフリー） 

 

H 24 芸大 

西 B・G棟渡り廊下増築（バリアフリー） 

 

H 23 芸大 
西 B・G棟耐震補強工事 
西 C・D・E・F 棟耐震補強工事 

H 22 

芸大 
全学 
芸大 
保専 

11号館耐震補強工事･EV耐震改修（４基） 
緊急地震速報システム構築（大学･専門学校･幼稚園） 
全校舎自動火災報知機集中管理整備 
尚友館耐震補強工事･EV耐震改修 

H 21 芸大 
Ｋ棟身障者トイレ改修（バリアフリー） 
非常放送・避雷ユニット等防災設備改修 

H 20 芸大 
体育館大空間天井耐震補強工事 
8 号館身障者トイレ増設（バリアフリー） 
埋設ガス配管の耐震化 



28 
 

年度 所属 事業内容 

H 19 芸大 
8 号館耐震補強工事 
1 号館身障者対応エレベーター及びトイレ改修工事（バリアフ
リー） 

H 18 

芸大 A 棟･５号館耐震補強工事 

短大部 9 号館耐震補強工事 

保専 清雅館耐震補強工事 

H 17 
芸大 

H・K棟・6 号館耐震補強工事 
G・U 棟渡り廊下増築（バリアフリー） 

 
H・K棟エレベーター渡り廊下増築（バリアフリー） 

 

滝幼 北館耐震補強工事 

H 16 芸大 

X・G棟渡り廊下増築（バリアフリー） 
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(2)学校隣接土地の取得等 
年度 所属 事業内容 面積（㎡） 

R6 法人 西キャンパス校地取得 
北名古屋市徳重西沼 39 番～44 番 6筆 5,507.00 

R5 滝幼 隣接園地広池町 5、7-1 等価交換取得（+10.58㎡） 214.54 

H 31 法人 東キャンパス新宮 110-1 屋外作品展示場取得 58.42 

H 30 芸大 西キャンパス神子前 29・30 学生用駐車場拡幅 744 

H 29 クリエ 園庭拡張取得 653 

H 28 芸大 東キャンパス古井 119 駐車場(運用財産)移行 1,068 

H 27 
芸大 
法人 

西キャンパス借地の返還 
西キャンパス隣接地取得 
名古屋市昭和区永金町 1-21-3(運用財産)処分 

2,578 
537 

175.14 

H 26 芸大 西キャンパス校地取得 
西キャンパス駅前校地取得 

417.00 
1,301.28 

H 25 法人 名古屋市昭和区広池町 15(運用財産)移行 
名古屋市昭和区永金町 1-32(運用財産)移行 

612.08 
91.09 

H 24 法人 名古屋市昭和区汐見町(運用財産)処分 
北名古屋市熊之庄射矢重(運用財産)処分 

824.94 
1164.00 

H 23 法人 北名古屋市鍜治ケ一色（運用財産）処分 1,844.00 

H 19 滝幼 滝子キャンパス園地取得 244.28 

H 18 芸大 東キャンパス校地取得 
西キャンパス校地取得 

503.00 
871.00 

H 16 芸大 東キャンパス校地取得 886.00 
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(3)地球温暖化対策として省エネルギー化の推進 
年度 所属 事業内容 

R6 芸大 

西キャンパス L棟空調機設置工事 
施設環境改善整備事業（空調：熱中症対策）  

 

 
 
東キャンパス 4 号館空調機更新工事 

 
 
東キャンパス 4 号館受変電設備更新工事 
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R5 芸大 

東キャンパス 3 号館高効率空調機更新 

 
西キャンパス Y 棟高効率GHP 空調機更新 
公用車の電気自動車導入 
 

R4 芸大 

東キャンパス 1・12号館・外構 LED 照明更新工事 

 
西キャンパスＺ棟・外構 LED 照明更新工事 

 
滝子キャンパス本館（滝子幼稚園）空調設備改修工事 
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R3 芸大 

東キャンパス 2 号館空調･換気設備、3 号館ホール熱源チラー設備 
2・3 階 4部屋空調設備改修工事 

 
東キャンパス 2 号館太陽光設置(21.3kw)・3 号館高圧受電設備 
省エネ改修工事 

 

東キャンパス 1 号館 2 階図書室・5 階 AV ライブラリー  
6 号館 LED 照明更新工事 

 
東キャンパス 7・9・10・11 号館 LED 照明更新工事 
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R3 芸大 

西キャンパス C・D・I 棟 LED 照明更新工事 

 

R2 

芸大 

東キャンパス 2・4・5 号館外灯 LED 照明更新工事 

 

 

西キャンパス A・B・E・G・K 棟 LED 照明更新工事※１０ 

 

 

クリエ 

園舎 LED照明更新工事 
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H31 
芸大 

西キャンパス X棟全館高効率空調機更新(人感センサー付) 

  

西キャンパス X棟全館 LED 照明更新工事 

  

東キャンパス全館 3 号館・8号館 LED照明更新工事 

  

滝幼 園舎 LED照明更新工事 

H30 
芸大 

西キャンパス Z棟高効率空調機更新(人感センサー付) 
西キャンパス高圧受電統合（主キャンパス+Z棟） 

クリエ 保育室・遊戯室高効率 GHP 空調機更新 

H29 芸大 西キャンパス H棟 K棟高効率空調機更新(人感センサー付) 

H28 
芸大 

東西キャンパス各棟使用電力計測装置設置及び空調デマンド計
測 

全体 高圧受電 6 ヶ所の特定電気事業者(PPS事業者)による入札決定 
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H26 芸大 

東 9号館屋上太陽光発電設備設置(10kw)  

  
東第 2 変電所高効率トランス更新 

H 24 芸大 東１号館設備集中監視制御システム更新 

H 23 芸大 

東１号館屋上太陽光発電設備設置（20kw） 

 
東１号館省エネ照明更新、省エネトランス更新 
西 C･D･E･F 棟工房屋根･外壁･照明省エネ改修 

 
西 Z 棟省エネ照明更新、G 棟高効率空調機省エネ照明更新 

H 22 芸大 

西体育館屋上太陽光発電設備設置（40kw） 

 
西省エネトランス更新、A･H･K 棟省エネ照明更新 
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H 21 芸大 

1・5 号館高効率空調機リニューアル 

Ａ・Ｂ棟 LED 照明・人感センサー等取替 

1・3・5・6 号館 LED 照明・人感センサー等取替 

H 20 芸大 1 号館高効率空調機リニューアル 

H 19 芸大 
学生食堂･1 号館空調機インバーターリニューアル 
重油ボイラー熱源リニューアル 
屋外緑化 

H 18 

芸大 3 号館講堂照明システム改修 

短大部 1 号館空調機インバーターリニューアル 

滝幼 園バスの天然ガス自動車買い替え 

H 17 芸大 東キャンパス４号館ガス空調機（GHP）リニューアル 

H 16 
芸大 西キャンパスU 棟ガス空調（GHP）リニューアル 

保専 清雅館ガス空調（GHP）リニューアル 

H 15 
芸大 

東キャンパス 3 号館ガス空調機（GHP）リニューアル 
西キャンパス高圧受電設備を省エネ機器に改修 

クリエ 園バスの天然ガス自動車買い替え 

H 14 芸大 
東キャンパス空調機デマンド制御設置 
西キャンパス空調機デマンド制御設置 

 
以上 




